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３．報告書要約 

キャリア保障を軸として、労働政策の大きな方向付けを整理した。 
第１編（総論）は、キャリア保障を軸とした中長期的視点からの労働政策のあり方をま

とめた。 
第 1 章では、これまでの新労働政策研究会（2019 年度～2022 年度）の検討結果をまと 
めた。日本の経済社会構造は、マクロ的な観点での３つの大きな変化、すなわち、①急

速な少子高齢化の進展、②テクノロジー変化の大きな進展、③グローバルサプライチェー

ンの分断化と他方でのグローバル化のトレンドの継続、の影響を大きく受けている。こう

した経済社会構造の変化により、いわゆる長期雇用・年功制を特徴とする日本的雇用シス

テムの綻びが目立っていることを整理した。 
第２章では、企業・組織中心の視点で出来上がった日本の企業社会に、個人・労働者中

心の視点を合わせ取り入れていくことの重要性を整理した。日本の企業や政府に今求めら

れているのは、継続雇用を前提に連続的イノベーションを継続していくこれまでの延長線

上の環境を維持しながらも、各個人の責任による生涯を通じたキャリア形成を積極的に支

援していくことであろう。その際、組織の一点中心の円形からもう一点の中心を加えた、

いわば楕円形をなす組織編成と運営が必要となってこよう。 
第３章では、労働政策の中長期的課題は多いが、特にキャリアを活かす労働市場改革が

重要であるとし、当面は、キャリアを、①企業組織内のキャリア形成（組織内キャリ

ア）、②特定分野における独自の知識およびスキルを必要とする専門的職務に従事する者

のキャリア形成（「スペシャリスト型キャリア」）、③臨時的一時的に業務に従事したり、

断続的にキャリアを形成するタイプ（「テンポラリー（断続型）型キャリア」）の３つの類

型に分けることが有益であるとする。そして、今後は、本人のキャリア意識やインセンテ

ィブを刺激する仕組みをどのように作っていくかが鍵になってくるとし、３つの類型にあ

った法政策を整理した。 
第 4 章では、従来のセーフティネットを超えた新たな時代のセーフティネットが求めら

れているとし、キャリア権に裏付けされた多様で近づきやすい能力開発の場が身近にある

ことを、今後の重要なセーフティネットと位置付けるべきであると論じた。 
第 2 編（各論）では、研究会メンバー3 人が個々人の執筆責任で、労働政策の中長期的

課題に関連する 3 つのテーマ、①ディーセント・ワークの実現、②DX時代におけるキャ

リア自律、③職業能力開発に対する政府関与のあり方、を論じた。 
第 3 編（キャリア権広報への取組み）では、キャリア権の広報への取組みが重要になっ

てきているとし、本研究会で取り組んだ第 1 回新労働政策研究会第 1 回セミナー（2013
年 12 月 6 日開催）、高校生向けキャリア権パンフレットの作成について紹介した。前者

は、「雇用社会のパラダイムシフトは起きつつあるか？」をテーマに、社会構造の変化の

中での人的資本経営とキャリア自律をめぐり、新労働政策研究会の諏訪康雄座長の問題提

起と、それに基づき、研究会の山田委員、宇田川委員と諏訪座長 3 人による活発な意見交

換を紹介した。後者は、高校生でもわかるキャリア権の紹介パンフレットの作成経緯と内

容を紹介した。 


